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はじめに

経済成長は構造変化を伴うものである。経済

成長に伴う所得分配の変化の研究は，開発経

済学の重要なテーマの 1つであった。この点で

Kuznets (1955)による逆U字仮説 (inverted-U

hypothesis)は，多くの注目を集めてきた。この

仮説によれば，経済発展の初期段階では所得分

配は悪化し，経済発展がある程度進んだ段階か

ら改善し始めることになる。クズネッツ自身は

この仮説を非常に注意深く述べているが，その

後Paukert(1973)や Ahluwalia(1976)はクロ

スセクション・データを用いて仮説を実証的に

支持し，「経済法則」 [Robinson1976, 437] と

まで呼ばれるようになった。しかし近年のいく

つかの研究は，この仮説の有効性に疑問を呈し

ている。 Anandand Kanbur (1993)は，実証

に際して異なった関数形を用いることによって，

所得分配の変化に関して一貫性の無い結果が得

られることを示した。 Cline(1975)は早い時期

から逆U字仮説の実証的根拠が弱いことを指摘

し，クロスセクション・データによれば発展途

上国は先進国よりも不平等度が高く，時系列デ

『アジア経済』 XLl-5(2000. 5) 

ータは逆U字仮説の有効性に大きな疑問を投げ

かけていると述べている。 Williamson(1991) 

も「推計されたクズネッツ曲線のまわりの分散

は，開発の低い段階から中間段階にかけて最も

大きい」 [Williamson1991, 8] ことを指摘し，

不平等が発展の初期段階で一貫して上昇するこ

とは事実とは思われないが，発展の進んだ段階

では明らかに平等化の傾向が見られると述べて

いる。所得分配に関する膨大な，かつ一貫性の

あるデータを用いて， Deiningerand Squire 

(1996)は逆U字仮説を否定し， 一国の不平等度

の時系列変化が少なく，国ごとの不平等度の

違いが著しいことを示した。さらに Atkinson

(1996)は，多くの OECD諸国において近年，

所得不平等度が上昇しつつあることを示した。

これらの現象を理解するために我々が必要なの

は，観察のみに基づいた仮説ではなく，経済成

長と所得分配を結び付けるメカニズムを含んだ

経済モデルであることは明らかである。

開発経済学において所得分配ほど注目を集め

てはこなかったが，他の構造変化の側面として，

企業規模分布の変化が挙げられる。農業におけ

る土地のように明確な固定生産要素がないため，

様々な規模の企業が共存すること自体が謎であ

る。発展途上国においては，小規模企業が多い

ことは後進性の表われだと見なされることが多

い。政府はしばしば小規模企業を支援し，保護

している。小規模企業は信用市場で有利な扱い
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を受け，労働法規による規制や環境規制を免れ

ている。成功した小規模企業は成長し，規模が

大きくなるのが当然だと見なされる。しかし大

規模企業は有利な扱いを受けることなく，しば

しば独占禁止規制を受けるようになる。このよ

うな企業規模に関する一貫性のない見方は，

Lucas (1978)の指摘するように，企業規模の決

定要因に関する我々の理解が十分でないことを

反映しているのである。

企業規模分布に関する実証研究は， 1950年

代末に多くの注目を集めた。Hartand Prais 

(1956)は，企業規模分布が対数正規分布によっ

て近似されることを示した。その背後にあるメ

カニズムは，ジブラの比例成長の法則 (Gibrat's

law of proportionate growth)によって説明され

る直 l)。ジブラの法則によれば，企業の成長率

は企業規模と独立であるという。そして独立し

た正規分布のショックが成長率に乗法的に加わ

り累積することで，対数正規分布が生じること

になる。他の研究者はパレート (Pareto)分布や

ユール(Yule)分布など他の分布関数を提唱した

が，それらすべての分析はジブラの比例成長の

法則をその統計的基礎としている [Simonand 

Bonini 1958; Quandt 1966]。Schmalensee

(1989)は企業規模に関する初期の研究をレビュ

ーし，次のように述べている。「企業や工場の

規模分布はきわめて非対称である。これまでに

試みられたすべての分布関数は，少なくともい

ずれかの産業を十分に描写することに失敗して

いる」 [Schmalensee1989, 994]。企業の成長に

関する近年の実証研究は，参入 ・退出行動を重

視している [Evans1987 a, 1987 b; Hall 1987, 

Dunne, Roberts and Samuelson 1988, 1989]。

これらの研究が合意しているのは， もし小規模
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企業の退出の確率が高いことをコントロールす

ると，生き残る小規模企業の成長率は実証的に

高いことである。

実際に企業規模分布の時系列およびクロスセ

クションのデータを見ると，そこには共通の発

展パターンが見られるように思われる。 Ande-

rson (1982)は以下のようにそのパターンをま

とめている。

工業化の過程で，製造業活動の構成は以下の

3つの局面を経るように思われる。(1)家内製

造業が優勢であり，全製造業雇用の半分から

4分の 3を占めている局面，（2）小規模作業所

と小規模工場が比較的急速に現われ，多くの

部門で家内製造業に置き代わろうとする局面，

(3)大規模生産が優勢になり，残存する家内製

造業活動と作業所や小規模工場生産の 全

体ではないが 多くの部分に置き代わる局

面 [Anderson1982,914]。

Little, Mazumdar and Page (1987)および

Cortes, Berry and Ishaq (1987) も，上記のパ

ターンと一致するいくつかのデータを示してい

る。しかし近年の先進国に関するデータは，そ

のパターンの逆転を示している。ここで注目し

たいのは，企業規模分布の変化のパターンの逆

転が所得分配における平等化傾向の逆転と時期

を同じくしていることである。先進6カ国に関

する企業規模別雇用シェアのデータに基づいて，

ILOの研究は以下のように述べている。

小規模企業の雇用シェアの時系列変化はVパ

ターンに従ってきた。つまり1960年代末から

1970年代初頭にかけての減少傾向が反転し，



小規模企業の雇用シェアは1980年代に入って

も増加している。このVパターンは企業に関

しても事業所に関しても，また経済全体でも

経営能力，企業規模分布と経済成長

業規模分布のモデルを取り上げ，動学的枠組み

の中で検討したい。

近年の経済成長に関する文献は，人的資本の

製造業でも明らかである[Sengenberger，役割を強調している[Lucas 1988; Mankiw, 

Loveman and Piore 1990, 8]。 Romer and Weil 1992]。最近の所得分配のモ

デルも，人的資本分布を持続的な所得不平等の

このVパターンは韓国でも見られた。Nugent

(1996)によれば， 1970年代における大規模化の

傾向は大きく反転しており，このような減少は

他の発展途上国ではほとんど見られないという。

こうした企業規模分布の変化のパターンが，

確率過程の結果なのか最適化行動の結果なのか

は議論のあるところである。単純な確率理論は

企業規模の分散が時とともに増加することを理

論的帰結として予測しており，そのことは初期

の実証結果と整合性を持つようである。しかし

確率理論だけでは，企業規模分布の変化が所得

分配や職業選択の変化とどのように関連してい

るかについて検討することはできない。最適化

行動に基づいた企業規模分布のモデルこそ，経

済成長とそれに伴う構造変化に関してより豊か

な含意をもたらすだろう。

Lucas (1978)は，最適化行動に基づいた企業

規模分布の静学的モデルを提示している。彼の

モデルでは，企業にはただ 1人の経営者がおり，

彼が物的資本と労働者を生産のために雇うと仮

定される。人口全体の経営能力の分布を所与と

して，企業規模は固定生産要素である経営者の

経営能力水準によって決まり，経営者と労働者

の区分は競争均衡下で効率的に決まる。先に検

討した構造変化に関する実証結果に照らして，

このモデルが実証結果と一貫性のあるパターン

を示すかどうか，動学的に検討することは意味

があると思われる。この論文ではルーカスの企

源泉としている[Galor and Zeira 1993; Dur-

lauf 1996]。つまり，不完全な信用市場の下で

初期の人的資本に違いがある場合，長期の所得

格差が生じるのである。他の研究は，才能の配

分が経済成長に重要であることを強調している。

Murphy, Shleifer and Vishny (1991)は，企業

家活動とレント追求活動の間の才能の配分が経

済成長率の違いをもたらすようなモデルを作成

している。Banerjeeand Newman (1993)は，

不完全な信用市場と生産技術の不確実性の下で，

初期の資産分配がどのように職業選択に影響を

与えるかを示している。Lucas(1978)の生産構

造を用いれば，職業選択と所得分配が市場の不

完全性を仮定することなく最適に決まることに

なる。この論文では不平等，職業選択，経済成

長がどのように相関しているかを詳細に検討す

る準備段階として， Lucas(1978)の枠組みの中

で，企業という主体と職業選択のメカニズムが

経済全体のダイナミックスにとってどれほどの

重要性があるかを分析し，実証的に検討するこ

とを目的とする。

次節ではモデルの基本的構造について説明し，

競争均衡を描写する。さらに個別主体の行動の

集計された結果としての経済全体の動きが，ど

のように表わされるかについて述べる。第II節

ではルーカスによって着目されなかった点，す

なわち経営能力の分布の違いが，所得水準と経

済成長に与える影響について分析する。第III節
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では国別の成長実績を説明する際に，経営能力

の分布の違いがどの程度の重要性があるかにつ

いて，実証結果を提示し，最後に結論と今後の

課題を述べることにする。

I モデル

1. 選好と初期保有量

このモデルでは，無限に生きる多くの個人が

いることを想定する。個人は非負の実数 iE [O, 

1]で区別される。総人口の大きさは 1と仮定し，

人口増加はないものとする。

各個人は労働時間，資産，および経営能力と

いう 3種類の初期保有量 (endowment)を持って

いる。労働時間は誰もが常に 1単位保有してい

るとする。また初期の資産は非負であり，外生

的に与えられているとする。個人 iの初期の資

産水準を ao (i)と表わす。経営能力の水準も個

人ごとに異なると仮定し，正の実数 q(i)E [q_, 

釘で表わされるとする。この経営能力は長期

の固定生産要素であり，それぞれの企業規模に

制約を加えるものであると考える。したがって

本論文では経営能力の蓄積は考慮せず，経営能

力は外生的に与えられたものとする（注2)。この

経営能力の人口全体の分布は，連続かつ[q_'q] 

の範囲で強い意味で増加関数である累積密度関

数r(q) : R+＋→[ 0, 1]で表わされるとする （注3)0

各個人は同一の選好を持っていると仮定し，

それを以下のような効用関数で表わす。

fOO e -pl Ct(i) 1―°-1dt 
o 1 -0 

(1) 

ここで tは時間を， Ct(i)は個人 iのt時点の

消費， pは正の主観的割引率， 0は正の値をと

る，異時点間の消費の代替弾性値の逆数である。

40 

後に説明するように，各個人はこの生涯にわた

る効用をいくつかの制約の下で最大化する。こ

の選好では労働供給に効用面でのコストを伴わ

ないため，個人は常に非弾力的に 1単位の労働

時間を供給することになる。

2. 技術と職業選択

この経済において財は 1種類であり，各個人

はそれを消費することも生産のための物的資本

として投資することも可能である。この経済に

は貨幣の存在を想定しないため，この唯一の財

の価格を常に 1と決め，利子率を自由に変動さ

せることにする。

その財は企業によって生産される。各企業は

ただ 1人の経営者，生産を担う労働者，そして

物的資本ストックから成り立っているものとす

る。ここでLucas(1978)に従い，各企業の生産

技術はその企業の経営者の経営能力水準に，労

働と物的資本を投入財とする規模に関して収穫

逓減の関数をかけた形で表わされると仮定する。

具体的には，以下の生産関数を用いる。

Y1(q(i), n1, kt)=q(i)jbk/ 

+(l-b)ntff=q(i)心（幻）r (2) 

ただしYtは生産高， q(i)は経営者 iの経営能

力水準， ntは雇用されている労働者数， ktは

設置されている物的資本ストックを示し，さら

に以下の式を満たすものとする。

kt,I ¥_17... rh,/1 7..\1~ 
Xt =!!!-, <P (xt) = lbが十(l-b)伍，
nt 
， 

O<b<l, O<y<l, ゆく1

このパラメータ制約の下で，関数¢（幻）： R＋→ 

R＋は増加関数かつ強い意味で凹関数である。
1 

労働と物的資本の代替弾性値は となる。
1一ゆ

物的資本は一度設置されると 8E (1, 0)の率で

減価すると仮定する。この生産関数では，労働

者の生産性は彼らの経営能力水準と独立である



と仮定した。この仮定は，経営能力が労働者と

しての生産活動よりも経営判断において重要で

あることを極端な形で示したものである。経営

者の経営能力は，労働者と物的資本の両方の生

産性に影響を与える。上に示されたパラメータ

の制約は，経営者の管理する範囲が広がるにし

たがって収穫逓減が作用することを意味してい

る。これらの制約から我々は，各経営者ごとに

経営する企業の適正規模を決めることができ

る。

労働と物的資本の費用を所与として，企業は

毎時点ごとの利潤を最大化する。企業の利潤

冗tは以下の式で示される。

冗t(q (i), Wt, rt) = 

経営能力，企業規模分布と経済成長

3. 資源制約と市場

この経済には財市場，労働市場，資産市場の

3つの市場がある。このモデルでは市場はすべ

て完全だと仮定する。したがって各個人は資産

を取引することで自由に貸し借りができること

になる。経済全体の総借入れ額は総貸出額と常

に一致するので，以下の式のように資産保有の

総額は物的資産総額Ktと常に等しくなる。

kt =J1釦 (i)di 

゜
(6) 

初期の資産は所与と仮定したので，初期の資本

ストックK。も所与となる。

資産市場の裁定によって，資産の収益は物的

資本の借入れ利率 rtから減価償却率 6を引い

M叫 ，、k,!Yt (q(i), nt,kt)-w直 t たものと等しくなる。したがって個人の資金フ

-rt kt! (3) ローの制約条件は以下の式で表わされる。

ここで皿は賃金率， Ytは物的資本の借入れ利

率である。ここでは労働市場は競争的と仮定す

るため，経営者は自分の経営する企業の利潤す

べてを経営レントとして受け取ることになる。

(3)式から明らかなように，経営能力の高い経

営者ほど高い経営レントを受け取ることになる。

したがって経営能力の高い者が経営者となり，

経営能力の低い者は労働者となることを望む。

すなわちある経営能力の境界値Zt E (q_, q)が存

在し，その経営能力を持つ者は経営者と労働者

のどちらの職業を選んでも同じ収入を得ること

になる。この境界値は以下の式で定められる。

冗1(Zt,Wt,Y1)=Wt (4) 

境界値冗tを所与として，個人 iの［時点での

労働所得It(i)を以下のように定義することが

できる。

I t (1 -）=｛ 
Wt if q(i) ~ Zt, 

(5) 
叩 (q(i), Wt, Yt) otherwise. 

il1 (i)=I1 (i)+（れ一8)a1(i)-c1(i) (7) 

ここで変数の上のドットは，時間で微分するこ

とを表わす。借入れと借換えを無限に繰り返す

ような選択を不可能にするために， ここで no-

Ponzi-gameの条件を加える。

lim e ―i’(I'レーl>)dv釦 （i) ~ 0 (8) 
I → OO 

消費者は (1)式の効用関数を，（7）式と (8)式の

制約の下で最大化することになる。

ワルラスの法則ゆえに，我々は 2つの市場均

衡条件が必要となる。労働市場が均衡するため

には，各個人が供給する総労働供給が企業によ

る総労働需要と等しくなければならない。ここ

で経営者 iによる企業の労働需要関数をnt(q(i),

Wt, rt)とすると，労働市場均衡条件は

r (Zt) = 1.lint (q (i), Wt'rt) dr (q) (9) 
z, 

と表わすことができる。同様に経営者 iの企業
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の物的資本需要関数を k1(q(i),W1，乃）とすると，

資産市場均衡条件は

kt =fikt (q(i)，Wt，れ）dr(q)
Zt 

(10) 

および

q(i)y ln1</>(x1)｝一(1-y)cp'(xt)=rt (12) 

と表わされる。ここでプライムは 1次微分をと

ることを示している。 この 2式の比率をとる

となる。以上から，この経済の競争均衡を以下 と，

のように定義することができる。

定義：競争均衡 競争均衡‘は，以下に挙げる

条件を満たすような境界値zt' 賃金率Wt, 物

的資本の借入れ率ハの経路，全ての個人 iに

関する消費ct(i)，労働所得Jt(i)，資産保有at

(i)の経路，そして各経営者に関して雇用労働

nt(i)，物的資本kt(i)の経路によ って構成され

る。

1. 初期の資産a。(i)，経営能力 q(i)，境界
値Zt，要素価格Wt,Y tを所与として，各個

人の消費ct(i)は制約条件(7)式と (8)式の

下で生涯の効用(1)を最大化する。

2. 経営能力 qt(i)，境界値zt'要素価格Wt,

rtを所与 として， nt(i)とkt(i)は利潤(3)

を最大化する。

3. 経営能力の分布r(q)，要素価格Wt,Yt, 

および最適なnt(i)とkt(i)を所与として，

境界値Ztは(4)式を満たす。

4. r (q), at(i), Zt, nt(i), kt(i)を所与とし

て， Wtとrtは市場均衡条件(9)と(10)を満

たす。

5. q (i), z t, Wt, rt, nt (i), kt (i)を所与と

して， Jt(i)は(5)式によって決まる。

6. a。(i),ft(i), ct(i), Ytを所与として，
釦 (i)は(7)式に従って変化する。

4. 企業の最適行動と市場均衡

企業の最適化行動の 1階の条件は

q(i)y lnt</>(Xt)｝一(l-y){¢(Xt) （l1) 

-xt <!>'(xt)f =wt 
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</>(Xt)~ （幻） ＝塾
<P'(x t) rt 

(13) 

となる。この(13)式の左辺は強い意味で幻の増

加関数である。実際に微分をとると，次式のよ

うになる。

8 | ¢ (L)-xt ¢'（Xt) 
¢'(Xt) i 
＝一
cp"(xt)cp 

axt - I</>'（幻）｝ 2 
> 0 (14) 

したがって資本労働比率は，生産要素の相対価

格の関数として以下のように定義できる。

x （詈 ）： R＋→ R十，強い意味で増加関数

(15) 

(13)式の左辺はqに依存しないため， 資本労働

比率はどの企業も一定となることがわかる。

(11)式と (13)式を用いると，以下のように企

業の労働需要関数を求めることができる。

1 
nt (q (i), Wt, rt)= 

cp (x t) 

(yq(1)r¢t'（m))凸 (16) 

また物的資本は資本労働比率に労働者数をかけ

れば求められるので，企業の資本需要関数は前

式を用いて次のように書 くことができる。

kt (q(i), Wt, rt)=xt加 (q(i),Wt,ハ）

(17) 

次に，これらの要素需要関数を用いて市場均

衡条件を書き換える。まず労働市場均衡条件は

r (zt) = [は (q(i),wt,rt)dr (q) 
Zt 

= 1 (y ¢'（幻） ）戸
¢ （Xt) 

M(zり
rt (18) 



となる。ただし

M(zt)＝『q(i)凸 dr(q) 
之t

次に資本市場均衡条件は，

kt =J九(q(i),Wt,乃）dr(q) =x1r（ふ）
Zt 

(19) 

となる。

これらの市場均衡条件(18), (19)を用いると，

要素需要関数(16), (17)を以下のように書き換

えることができる。

nt(q(i),zt)=q(i) 
．凸r(zt)
M(zり

I 

kt(q(i),Zt,Kt)=q(i)戸
Kt 

M(zり

さらに資本市場の均衡条件(19)は以下のように

変形することができる。

X t (Zt, Kt)= 
Kt 

r (zり

労働需要関数(20)および最適化の 1階条件(11)'

(12)を用いると，要素価格も以下のように境界

値Ztと総資本ストック氏によって表わすこと

ができる。

励 (Zt,Kt)＝ツ（¢-砂')(M(zt))1-T 
<p 1 -r ¥r (z t) 

yt (zt, Kt)=y ¢'（M(zt)）1-7 
<pl-r ¥['(Zt) 

(20) 

(21) 

(22) 

(23) 

(24) 

次に境界値の条件（4)を検討し，境界値と総

資本ストックとの関係について分析しよう。境

経営能力，企業規模分布と経済成長

境界値の経営能力を持つ経営者の利潤と賃金率

(23)を等しくおき，変形すると以下の式が得ら

れる。

LHS三 (1-y)Zt凸=y(l-X心')M(zり
<f> J r (z t) 

y (1-b)M(zり
bK汀 (zt)L-rj,+ (1-b)r (zり三 RHS

(26) 

左辺LHSはこの限界的経営者の経営レン トを，

右辺RHSは賃金率を，それぞれ経営能力の限

界生産力で割ったものである。図 lに示されて

いるように， LHSはZtE[q_,ij] の範囲では，

正の値をとって単調に増加する。一方 RHSは，

Ztがqから qへ増加するとともに無限大からゼ

ロヘと減少する。したがって均衡状態の境界値

はqとqの間でただ 1つに決まることになる。

図 1 境界値の決定

q
一

z
 

-q
 
q
 

界値の条件 (4)は，企業経営から得られる利潤 ここで(26)式から， Ktの増加，つまり資本蓄

と賃金率が等しくなることを示している。 (2) 積が進むにしたがって境界値Ztがどのように変

式および(20)から (24)までの式を用いると，経 化するかを検討したい。もしゆ E(0, 1)ならば，

営者の利潤は以下のように書くことができる。 Ztを所与として RHSの値は減少する。一方

元 (q(i)，zt,Kt)＝ （1-y)がq(i)戸l LHSはKtの変化によ って影響を受けないため，

{r(zt) r 
M(z」 (25) 

均衡状態の境界値は資本蓄積とともに減少する

ことになる。もしゅ<0が成り 立つならば，Zt
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を所与として RHSの値は増加する。その時は

均衡状態のZtが資本蓄積とともに増加すること

になる。これらは Lucas(1978)が，より 一般的

な関数形を用いて静学的枠組みのなかで示した

ことである。

資本蓄積とともにZtが変化するということは，

ある一部の人々が職業を変えることを意味する。

したがって企業規模分布と労働所得分布は一定

ではないことになる。ではこのモデルはこれら

の分布がどのように変化することを示唆して

いるのだろうか。変化の方向はゅの符号に依存

する。資本と労働の代替弾性値の推計結果の多

くは，弾性値が1よりも小さいことを示してい

る国4）。 したがって以下では議論を代替弾性値

が1以下，つまりゅく 0が成り立つ場合に限っ

て進めることにする。

ゅが負の値をとるならば，境界値Ztは資本蓄

積とともに増加することになる。Ztの増加は，

資本蓄積に伴って一部の人々が経営者から労働

者に職業を変えることを意味する。つまり全人

口に占める経営者の割合が減少し，労働者の割

合が増加することになる。先ほど見たように，

限界的な経営者は経営能力の低い経営者である

ため，経営能力の低い経営者は資本蓄積ととも

に労働者となり，より経営能力の高い経営者に

雇われることになる。(20)式からも明らかなよ

うに，経営能力の高い経営者はより多くの労働

者を雇うことになる。したがって企業規模も大

規模化することになる。また企業の平均規模は

r (zt)/ (1-r (zり）と表わせるため，当然のこ

とながら Ztの増加は企業の平均規模を増加さ

せることになる。こうした変化は，先のレビュ

ーで確認された一般的な産業構造の変化のパタ

ーンと一致するものである。
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では労働所得はどのように変化するであろう

か。(23),(25), (26)式を用いると，賃金と経営

レントの比率は以下のように書くことができる。

1 

Wt =(Zt)戸
冗t(i) ¥q(i) 

(27) 

ゅが負の場合にZtは増加するため，経営レント

に対する賃金率の割合は増加することになる。

つまり労働者と経営者の労働報酬の格差が減少

することになる。さらに前段で分析したように，

総人口に占める経営者の割合が減少し，労働者

の割合が増加する。したがってこの経済におい

ていかなるペアを取り出しても，資本蓄積とと

もに労働報酬の格差が縮まることになる。企業

規模の大規模化と所得分配の平等化傾向は，

先の実証分析のレビューと 一致するものであ

る （注 5)0

5. 消費者の最適行動

ここで資産および消費水準の動学的な変化を

調べるために，消費者の最適化行動を明らかに

したい。目的関数（1)およびフローの制約条件

(7)から，現在価値ハミルトニアン関数を書く

と以下のようになる。

Ct (i)1-8 -1 
H= +it{It (i) 
l-0 

+ (rt -8)a1 (i)-c1 (i)f (28) 

基効用関数と第2項のかっこ内にあるフローの

制約条件の右辺はともに ct(i)と幻 (i)に関し

て凹関数であるため， 1階の最適化条件は必

要かつ十分となる [Mangasarian 1966, 141, 

Theoreml]。1階の条件は，

; t (1.) 1 

ct(i) 
＝百いーo-p) (29) 

フローの制約条件(7)，および横断性条件 (trans-

versality condition) 



lim e -P I l t a t (i) 
I -00  

=Iim e』｛ハーo)dv釦 (i)= 0 
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初期の総資本ストックが与えられていれば，

(30) 
(26)式により境界値ZtをKtの関数として求め

I →00 

で構成されることになる。これらの式から各個

人の消費および資産の経路をたどることができ

る。

6. 経済全体のダイナミ ックス

これまでの分析から労働者と経営者からなる

消費者と，個別企業の最適行動が明らかになっ

た。これらの最適行動の集まりとして，経済全

体のダイナミックスが表わされることになる。

フローの制約条件(7)を人口全体で足し上げるこ

とにより，以下のように総資本ストックの経路

を示す微分方程式が求められる。

kt =『’皿 (z1, K 1) dr (q) + 
! 

fq冗1(q (i), z1,Kt) dr (q) 
ふ

十八 (Zt,Kり一6kt-Ct

=y (1-~'）汀（ztYM(zt) 1-y 

+ (1-y)がr(z t r M (z t) I -y 
Y Xt </>' 
¢ 
＋ がr(ztvM(zt)1-y 

-6kt -Ct =¢T(zt YM(zt)1-y 

-6kt-Ct (31) 

2つ目の等号は(23), (24), (25)の各式を用い

た。大文字Kt,Ctは，経済全体に関する変数を

示すことにする。一方，各個人の消費の増加率

は(29)式と資産に対する収益を示す(24)式で表

わされる。消費の増加率はすべての個人に共通

なので，総消費の経路を示す微分方程式を以下

のように書くことができる。

已 ＝｝ l （戸）（閃~)1- y ー o-p}C1
(32) 

ることができるため，経済全体のKtとCtのダ

イナミックスは(31)式と (32)式による連立微分

方程式で得られることになる。

ここではダイナミックスを位相図を用いて分

析する。まず(31)式から応＝0の軌道を求める

と，

Ct =<t>rr (Zt r M(zt）いY-国 (33)

となる。さらに(26)式と (22)式を用いて知やZt

が氏の関数であることを明示的に扱うと，こ

の式の一次微分は

a Ct 
aKt 
=rt -8 (34) 

となる。さらに二次微分をとると，ゅく 0の下

で

a 2 ct ¢”¢ l →-（1-y)<p→(<p') 2 
a kt = y ｛ 炉（l-y）

冑］）1-y-y (1-y)い）
x (r(zt) 7 
M(zt)) 

I 

x (z戸 r'（z叩（zt)+M(zりr'（zt)
r (zt) 2 )  

X (f;t)< 0 (35) 

となる。したがってKt=Oの軌道は凹関数とな

り， Ctが最大値をとる資本ストックK*＊は(24)

式を用いて

</>'IM (z t) v-y 
y ¢1-yしに））＝ 6 (36) 

によって表わされる。(35)式より左辺，つまり

利子率は凡の減少関数となる。一方， ct=o 

の軌道は(32)より
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<!>'/M(zt)¥1-y 
y ¢1-y （喜）） ＝o+p (37) 

によって表わされる。この式を満たす資本スト

ックK＊は（35)式の結果から， K＊＊よりも小さい

値になる。これらの結果を図示すると，図2の

ような位相図を書くことができる。矢印は変数

の動く方向を示している。矢印のパターンから，

この連立微分方程式は鞍点経路安定性 (saddle-

path stability)を示すことが分かる。鞍点経路

は矢印を伴う点線で図示されている。もし経済

の初期の総資本ストックがK＊よりも小さい場

合， Kt,Ctとも経済成長とともに単調に増加

していくことになる。では定常均衡における消

費水準はどのように表わされるだろうか。(33)

式および(37)式を用いると，

図2 位相図

Ct Ct =O 

K* K** Kt 

C*=<p (x*)7r (z*)7 M(z*)1 - y —8K* 

=(~)(E<p(,z* )) - 6K* 

= (~) {bK*"'+(l-b)r (z*)"'} 

xK*1-"'-oK* (38) 

となる。

最後に，資本ストックと総生産の増加率につ

いて検討したい。先に示した凡とCtの連立微

分方程式はゆく 0の下で大域的に安定なので，
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定常均衡の近傍では資本ストックを以下のよう

に書くことができる。

In Kt= (l-eE1) lnK*+eE'lnK。 (39)
ここで Eは連立微分方程式を対数線形化した係

数行列の負の固有値であり，その絶対値は収敏

率 (rateof convergence)と言われる。この式を

平均成長率の形で書き直すと

1, !Kt¥ (l-eE'), /K* 
了lnに）＝ t lnに） （40) 

となる。ここで tとEを所与とすると，資本ス

トックの平均成長率はK＊とK。の比率に比例し

ている。つまり定常均衡の近傍では，経済が定

常均衡に近づくほど資本ストックの成長率が減

少することになる。

一方総生産の成長率は，（2),(22), (26)式を

用いて以下のように表わすことができる。

磨＝y （¢'；幻））（げ）＋y （r喜げ）

（身）ー(1-y)(z□[zft(：t)）（身）
= Y (l'（ふ））砂）

<P I ¥Kt 

= （b + y b b)x戸）（尉） （41) 
この結果から，資本ストックの成長率を所与と

して，総生産の成長率は資本蓄積とともに減少

することになる。したがって経済成長率は，資

本ストックの初期水準と定常均衡水準との格差

と負の関係があるといえる。

II 総生産水準と収敏

以上のモデルが通常の新古典派成長モデルと

異なるのは，経営能力の分布の違いが総生産水

準に影響を与える点である。経営能力分布が変



われば境界値Ztも変化することになる。しかし

このモデルでは外部性も市場の不完全性も想定

されていないため，労働者と経営者の間の職業

選択は効率的である。ゆえに包絡線定理 (enve-

lope theorem)により，総生産の境界値に関する

一次微分はゼロとなる。したがって以下で経営

能力分布の違いの影響を分析する際には，境界

値を所与として分布の違いの匝接的影響のみを

検討すればよいことになる。

分布を比較する際には，確率的優位性 (sto-

chastic dominance) という概念を用いるのが便

利である。以下の条件を満たす時，分布関数

い (q)はい (q)に対して一次確率的優位 (first-

order stochastic dominance)であるという 。

't}qE[q_,q]， い (q)コい (q),and 

ヨqE[q_,q]，い (q)<r1(q) 

分布関数が一次確率的優位に変化することは，

平均値の増加を意味している。一方， 二次確率

的優位(second-orderstochastic dominance)とは

vq E[q, q]， 

Jqい(x)dx~ J;q r 1 (x) dx, and 
2 

ヨqE[q_,q],

Jqい (x)dx< lqr 1 (x) dx 
'!..,'!.  

Rothschild and Stiglitz (1970)は，もし二次確

率的優位の定義に 2つの分布関数の平均値が等

しいという仮定を加えると，平均不変の拡散

(mean-preserving spread)という概念になること

を示した。つまり分布い (q)は，分布r2 (q)の

平均不変の拡散となるのである。経営能力分布

の違いが総生産にもたらす影響は，これらの概

念を用いて次の2つの命題にまとめることがで

きる。

経営能力， 企業規模分布と経済成長

命題 1:総資本ストックを所与として，経営

能力分布の一次確率的優位の意味での変化は総

生産を低下させない。もし一次確率的優位の条

件における強い意味での不等号が，［z'ij]の範

囲の経営能力水準のどこかで成立する場合，経

営能力分布の一次確率的優位の意味での変化は

総生産を高める。

証明： mという指数で区別される分布関数の

属r(q;m)を考える。ここでmの増加は一次確

率的優位の意味での変化を表わしているとする。

総生産高兄をmについて微分すると

a Yt d X t 
=yが'―Icp'r (Zt f M(zt) l-y a m'''-,・-., -・-,・-., a m 

+yが(M(zt)）1-Yar(zり
r (zt) I am 

+(1-y)が贔(zt)）raM(zり
(zt) I am  

=y  (1-¥)が (M(zt)）1-y
¢ r (zり

X 
a r (z t) 

+(1-y)が
r (Zt) f 

am (M(zt)) 

X 
aM(zり
am 

= l fql ar(q) 
l -y zt 

q l-y 
am 
dq 2: 0 

(42) 

となる。分布関数rをmに関して微分したもの

は， 一次確率的優位の定義より常に非正になる

ため， 一次確率的優位の意味での経営能力分布

の変化は総生産を低下させない。もし最後の項

の微分が [z,ii]の範囲で負の値を取ることが

あれば，（42)式の最後の不等号は強い意味での

不等号になり，総生産は明らかに増加する。（証

明終わり）

命題 2:総資本ストックを所与として，経営

能力分布が平均不変の拡散の意味で不平等化す
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ることは総生産を低下させない。もし二次確率

的優位の条件における強い意味での不等号が，

[ z'ii] の範囲の経営能力水準のどこかで成立

する場合，経営能力分布が平均不変の拡散の意

味で不平等化することは総生産を高める。

証明 ：mという指数で区別される分布関数の

属r(q;m)を考える。ここでmの増加は平均不
変の拡散を表わしているとする。(42)を用いて

総生産高兄をmについて微分すると

aYt = l f悶凸ar(q) 
am 1 -y z, am dq 

= ＿ 1 『□dfq ar (S) ds 
l -y 乙 '.?. am 

=_ 1 し勺^ （lar (S)ds 
1-yL-.. J<J. am 

y (ii 戸- J q l y 
l -y 乙

x {<~ dsf dq] 
= 1 [ y [zt: {< ta:;s) ds} 

+ y 『こ
1 -y 乙

q 1-y 

x {〖 ~ds} 叫三〇

q-{j 

q-z 

となる。最後の等号の後のかっこ （｛ 

(43) 

｝）内の

積分は二次確率的優位の定義から非負であるた

め，経営能力分布が平均不変の拡散の意味で不

平等化することは総生産を低下させない。もし

二次確率的優位の条件における強い意味での不

等号が，［z,q] の範囲の経営能力水準のどこ

かで成立する場合，（43)式の最後の不等号は強

い意味になり，総生産を明らかに高める。（証明

終わり）

このモデルにおいては労働者の経営能力は生
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産水準に影響を与えないため，経営者のみの経

営能力の変化が重要になる。命題lにおいて，

強い意味での不等号が経営者の経営能力の範囲

で成立することは，経営者の経営能力が高まる

部分があることを示している。一方，命題2に

おける平均不変の拡散は，経営能力を平均付近

の人々から両端の経営能力の人々へ分配するこ

とと考えられる。このモデルではトップレベル

の経営者の経営能力の方が，平均に近いレベル

の経営者の経営能力よりも重要であるため，総

生産は平均不変の拡散によって増えることにな

る。つまり経営者の経営能力がより高い国では

労働者の生産性も上がり，国全体としてより高

い生産水準を達成できることになるという，命

題 lと同じ内容を別の視点から見たことになる。

次にこれらの命題から導かれる，収敏に関す

る輿味深い補題を示す。

補題 1:経営能力の分布のみが異なり，同じ

生産高を示す，定常均衡への移行過程にある 2

つの国A, Bを比較する。もしA国の経営能力

分布がB国のそれと比較して一次確率的に優位

である場合， もしくはA国の経営能力分布がB

国のそれの平均不変の拡散であり， かつ経営能

カの境界値が分布の上端 (uppertail)に位置す

る場合， A国の経済成長率はB国よりも低いこ

とはない。

証明 ：命題 1および2より， A国の総資本ス

トックはB国のそれよりも高いことはない。定

常均衡の資本ストックは(37)によって示される。

もしA国の定常均衡の資本ストックがB国のそ

れよりも低いことがなければ， A国はB国と同

等もしくはそれ以上に定常均衡から離れている

ことになり， この補題は証明される。

ここでも同様にmという指数で区別される分



布関数の属r(q; m)を考える。ここでmの増加

は一次確率的優位の意味における変化， もしく

は平均不変の拡散を表わしているとする。ゆく

0の条件の下で(37)式の左辺はKtの減少関数で

あるため，（37)式の左辺の値がmの増加によっ

て不変，もしくは高まることが必要である。K

およびzを一定としてmに関して(37)式の左辺

の偏微分をとると，

a(¾) (~)1- y 
rpl-y/ ¥r(zt) 

am 

8 (yb ¢ y-¢) （M(Zt))］-y 
x曰 r(Zt) 
am 

= {[t mm ;:：1XX―: <p'} --;-｛好(1-rf,)}
x (M(zt)）1-y a xt 
r (zt) / am 

-（l-y) （y b ¢ Y呻）（M（zt)1-y
x曰 r(zt) 2-y) 

X 
a r (z 1) + （1-y) 

y b ¢ y-rf, 

a m (x 1呻）
x (M(zt)一y)OM(zり
r (z t) l-y / 0 m 

= ｛（1一ゅ）一(yール）（知¢¢'）
-（l-y)→ (l-Xt¢¢') } 

(~呻M(zt)1 -y ar(zt) 
x x□ r(Zt) 2-y)（8 m) 

- (~—↓)（冒］口 ）
x』%凸ar(q) dq 

am 

=-（炉b¢ ツ呻M(Zt)1-y)( ar (zt) 
x戸 r(zt)2-y a m) 

- (~:こ呻 ）（冒］口 ）
x』%l:y ar (q) dq 

am 
(44) 

経営能力，企業規模分布と経済成長

となる。(42)および(43)式から，最後の 2行の

項は非負となる。一次確率的優位性の定義は，

最後の等号の後の項も非負となることを示して

いる。一方，平均不変の拡散の場合， A国の経

営能力分布はB国よりも上端 (uppertail)の密

度が高いことを意味する。このことは， もし境

界値zが分布の上端にあれば，一定のzに関し

てA国の労働者の割合r(zりはB国よりも低い

もしくは同等であることになる。したがって下

から 3行目の項はこの場合も非負になる。

Barro and Sala-i-Martin (1995)は，定常均

衡の近傍ばかりでなく大域的にも，経済成長率

は定常均衡レベルの資本ストックと現在の水準

との距離と反比例することを示した[Barro 

and Sala-i-Martin 1995,Appendix 2C, 90-92]。

したがって大域的に， A国の経済成長率はB国

よりも高い，もしくは同等となる。（証明終わり）

III 実証分析

所得分配と経済成長に関する近年の研究は，

初期の所得分配の不平等がその後の経済成長

率を低めることを示している 。Perssonand 

Tabellini (1994)は政治経済学的モデルを用い

て，不平等が成長率を低めることを示した。彼

らは所得再分配のための税率が，投票によって

決まることを想定した。政治的な均衡状態では，

中位の投票者 (medianvoter)の投票が決定権を

持つことになる。彼らによれば，初期の所得分

配が不平等なほど高い税率が選ばれ，投資の収

益を低下させることになる ほ6)。彼らは現在の

先進国のパネル・データおよびクロスセクショ

ン・データを用いて，この理論を支持する実証

結果を示している。 Alesinaand Rodrik (1994) 
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は，たとえ税収が生産的公共投資に用いられる ると，平均経済成長率を以下のように示すこと

場合でも，所得分配が不平等なほど政治的均衡 ができる。

状態では高い税率が選ばれることを示した。彼

らも，初期の所得（および土地）分布の不平等度

とその後の経済成長率の負の相関関係を支持す

る実証結果を示している。Clarke(1995)は計

量的に，この関係の頑健性を検証した。その結

果，初期の所得不平等とその後の経済成長の負

の関係は，様々な不平等指標を用いても，また

異なる推計式を用いても，頑健であることが示

された。Perotti(1996) も，実証的に所得分配

と経済成長を結びつけるいくつかの代替的理

論を検証する中で，負の関係が頑健であること

を示している。しかし Deiningerand Squire 

(1998)によれば，推計式に地域ダミーを含めた

途端に 「初期の不平等度はその後の成長の決定

要因として統計的に有意ではなくなってしまう」

[Deininger and Squire 1998, 269] という。

これらの既存研究と異なり，本論文のモデル

は経営能力分布の不平等度が高い成長率をもた

らすことを示している。また経済全体のダイナ

ミックスは，資産の再配分により影響を受ける

ことはない。しかし所得分配は経済成長によっ

て影響を受けることになる。このように因果関

係は成長から所得分配に向かっているのである。

このモデルを検証するには，経営能力分布とそ

の後の経済成長の関係を直接検討する必要があ

る。

ここでは既存の経済成長に関する実証分析に

倣って，経済が定常均衡の近傍にあり，定常均

衡への移行過程にあると想定する。大域的安定

性ゆえに，ある E値にともに(39)式が成立する

ことが分かる。しかし収倣率 Eの値を解析的に

解くことはできない。(39)および(40)式を用い

ぅ0

} ln (［）＝ （1-teE /) 
x { by | ln (K* 
b+ （1-b)x? K。) (45) 

ここで注意すべきは，実証に際して人口増加

率の違いを無視することができないことである。

現実に各国の人口増加率は正で様々に異なる。

そこで年率りの割合での人口増加を想定する。

ただしどの経営能力水準の人口も同じ割合で増

加し，結果的に経営能力分布に全く影響を与え

ないような人口増加を想定する。この想定によ

り，定常均衡の資本ストックを示す式は，以下

のように書きかえられる必要がある。

¢'M(zt) l-y 
y ¢ l-y (r (zt)) ＝6 +p+1J (46) 

以上のように，平均経済成長率を表わす式は

(46)式によって暗黙に与えられる定常均衡の資

本ストック水準をもとに，（45)式で与えられる

ことになる。したがって実証分析のためにパラ

メータを推計し，検定する形の推定式に，（45)

式を書き直すことはできない。したがってここ

では補題1で示された関係を，線形の多変量回

帰式として表わ し推定することで，変数間の関

連を確認することにする。ただし，（46)式で示

される人口増加率の違いも考慮することにする。

したがって初期の生産水準および人口増加率を

コントロールすると，経済成長率は経営能力分

布が全体として高い，もしくは不平等な国ほど

高くなる関係を確認することにする。

ここで問題は，いかにして経営能力分布を実

証的に計測するかである。経営能力を実際に計

測することは不可能であるため，ここでは教育

の達成水準が経営能力を反映していると仮定す



ることにしたい。つまり，経営能力分布は人口

全体の教育達成年数の分布で表わされると仮定

する。人的資本論の観点から考えると，人的資

本は健康，栄養状態や教育水準など様々な要素

から成り立っていると言える。したがってこの

仮定は，労働者としての労働効率は学校教育よ

りも健康，栄養状態の蓄積が重要であり，経営

者としての労働効率は学校教育の成果をより大

きく反映したものであるという仮定を極端な形

で示したものと解釈しても良いだろう Ui:7)0

実証分析のために一次確率的優位および平均

不変の分散を区別するには，これらの違いを何

らかの統計量(summarystatistics)で示すのが便

利である。先に述べたように，一次確率的優位

の意味での変化は常に，経営能力水準の平均値

が高いことを意味する。また平均不変の拡散に

関しては，相対的不平等指標を用いて表わすこ

とができる。Laffont(1993)は平均不変の分散

がローレンツ曲線の低下を意味し，ローレンツ

曲線の低下は不平等度の増加を意味することを

示した [Laffont1993, 27-28]。したがって平

均値をコントロールすれば，ローレンツ一貫性

(Lorenz consistency)のある指標を平均不変の拡

散の代理変数として用いることができる。ここ

では教育年数の分布のジニ係数によって，経営

能力分布の相対的不平等度を計測することにす

る(ii:8)。

教育年数分布のデータは， Barroand Lee 

(1996)を用いた。 1人当たり実質 GDPおよび

人口増加率は PennWorld Tablesのデータを

用いた[Summers et al. 1995]。石油産業が主

要な産業である 8カ国はサンプルから除外し

た(ii:9)。

ここで教育の平均年数は，所得水準とともに

経営能力，企業規模分布と経済成長

増加することがよく知られている。また教育年

数の相対的不平等度も，所得水準とともに変化

するという実証結果もある [Ram1990; Lam 

and Levinson 1991]。推計における内生性の問

題を処理するため，ここでは教育に関する変数

の初期値を操作変数として用いて推計を行うこ

とにする。

推計結果は表 lに示されている。モデルでは

経営能力分布が不変であることを仮定したため，

教育年数分布の変数には，初期，末期，および

期間平均の値を用いた 3つの推計を行ってい

る。初期の 1人当たり実質 GDPおよび人口増

加率の係数の推計値はどちらも負であり，これ

までの分析から予測される符号を示している。

教育年数分布関連の係数をみると，初期のジニ

係数 (GINI60)以外の推計結果では，ゼロもし

くは負の係数であるという帰無仮説は10％の有

意水準で棄却されている。また初期のジニ係数

(GINl60)に関する推計値も限界有意水準は12

％である。表1の期間平均の変数を用いた推計

値によれば，平均教育年数1年の増加は経済成

長率を0.48％引き上げることが分かる。一方教

育達成年数の分布のジニ係数が0.1増加すると

経済成長率は0.28％引き上げられることになる。

これらの推計から経営能力の分布が経済成長に

影響を与えることが確認でき，補題1はクロス

セクション・データによって支持されると言え

る。

おわりに

本論文は， Lucas(1978)による企業規模分布

のモデルを動学的枠組みで分析したものである。

その結果，生産の代替弾性値が1より小さい場

5 I 



表 1 収敏に関する推計結果

(1) (2) (3) 

従属変数 GR 6090 GR 6090 GR 6090 

推計方法 IV LS IV 

独立変数

定数 0.0631** 0.0713* 0.0374 
(0. 0349) (0. 0280) (0. 0473) 

PG R 6090 -0. 8289* -0. 8942* -0. 7007* 
(0. 2687) (0. 2446) (0. 2557) 

LGDP 60 -0.0084** -0.0077* -0.0081** 
(0. 0037) (0. 0031) (0. 0038) 

TYR 6090 0.0048** 
(0. 0020) 

TYR60 

TYR90 

0.0038* 
(0.0016) 

0.0062** 
(0.0028) 

GINI 6090 0 0279*** 
(0.0213) 

GINI 60 0 0188 
(0 0156) 

GINI 90 0.0463*** 
(0.0341) 

データ数 81 81 81 
万2 0 1728 

（注） かっこ内の数値は標準誤差である。IVは操
作変数法， LSは最小二乗法を示す。仮説検定は

片側検定である。

＊ ：有意水準 1％で帰無仮説を棄却

＊＊ ：有意水準5％で帰無仮説を棄却

＊＊＊ ：有意水準10％で帰無仮説を棄却

GR 6090 : 1960年から90年にかけての年平均1
人当たり実質GDP成長率

PGR 6090 : 1960年から90年にかけての年平均
人口増加率

LGDP 60 : 1960年における 1人当たり実質GDP
の自然対数値

TYR 6090: 15歳以上の人口全体の平均教育年数
の1960年から90年にかけての平均

TYR 60: 1960年における 15歳以上の人口全体
の平均教育年数

TYR 90: 1990年における 15歳以上の人口全体
の平均教育年数

GINI 6090 : 15歳以上の人口全体の教育年数分
布のジニ係数の1960年から90年ま
での平均

GINI 60 : 1960年における 15歳以上の人口全体
の教育年数分布のジニ係数

GINI 90 : 1990年における 15歳以上の人口全体
の教育年数分布のジニ係数
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合，経営者の割合は経済成長とともに減少し，

企業の平均規模は増加，労働所得分配は改善す

ることが示された。このモデルの経済成長に関

する含意としては，もしある国の経営能力分布

の水準が高いか，より不平等である場合，経済

成長率は高くなることが示された。経済成長に

関する含意は，クロスセクション ・データを用

いた実証分析で確認された。

本論文では分析を，経営能力分布の違いのマ

クロ経済的重要性に焦点を当てて行った。ここ

で十分検討することのできなかった課題は，近

年の構造変化の逆転傾向である。本論文の枠組

みでこの変化を捉えるとすると，コンピュータ

化に伴う技術変化もしくは経営能力分布自体の

変化として扱うことが可能に思われる。とりわ

けコンピュータ化など大きな技術革新が，経済

発展と所得分配に影響を与えることが，近年の

汎用技術 (generalpurpose technology)の研究で

は強調されている [Aghion,Caroli and Galcia-

Penalosa 1999]。こうした成果を取り込んで，

近年の構造変化の逆転傾向を検討するのは今後

の課題としたい。

また，本論文の実証部分で経営能力分布を教

育達成年数の分布で表わしたが，両者の間には

本質的な違いがあるように思われる。そこで実

証的にはより計測しやすいもの，たとえば企業

規模，所得分配，経済成長率などの変数が，背

後にある経営能力分布の違いでどのように系統

的に変化するかを検討し，これらの変数の動き

からモデルを検証することを考えるのが望まし

いと思われる。こうした試みも，今後の課題と

したい。



（注 l) ジプラの法則と，関連したその後の研究に

関しては Sutton(1997)が詳しい。

（注 2) 教育による経営能力の蓄積を内生化したモ

デルについては Yamazaki(1997)を参照せよ。

（注 3) この累積密度関数に非連続性や弱い意味で

の単調性を仮定しても結論は変わらない。詳しくは

Yamazaki (1997)を参照。

（注 4) たとえばルーカス自身によるアメリカに関

する実証研究では，弾性値が0.3から 0.5となること

を示している[Lucas 1969]。

（注 5) 所得分配における資産所得の影響は比較的

少ないとはいえ，厳密には資産所得分配の変化を分析

しなくてはならない。この点では明快な結果は得られ

ないが，不平等化の傾向と変化の幅が小さいことが示

唆できる。詳細は Yamazaki(1997)を参照されたい。

（注 6) しかしこの分析は広く用いられているわり

に厳密ではない。もし所得分布が対称であり，平均不

変の分散の意味で不平等化が生じても，中位数は平均

と同じであるため変化しないことになる。所得分配の

変化に関して，より厳密な定義が必要である。

（注 7) 国ごとの学校教育の質の違いについても着

目する必要があるが，現在手に入る教育の投入財に関

するデータを達成年数とどのように組み合わせ，反映

させて分布全体の指標を作るのかについて，明確な手

法が見つからないため， この実証では考慮しないこと

としたい。

（注8) ジニ係数は， Barroand Lee (1996)によ

って集計された，初等，中等，高等教育への就学人口

の割合と各教育水準における平均教育年数のデータを

用いて算出した。

（注9) Mankiw, Romer and Weil (1992)に従っ

て，バーレン，ガボン，イラン，イラク，クウェート，

オマーンサウジア― .. ， ・ フヒア，アフフ首長国連邦をサ

ンプルから除外した。
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